
　【病院】

　　（１）病　床　数 ２ １ ０ 床 （急性期病床数１６８床（感染症病床４床含む）、地域包括ケア病床数４２床）

　　（２）患　者　数 入 院 （急性期病床） ５２，７３５ 人

〃 （地域包括ケア病床） １３，１８４ 人

外 来 １０３，７００ 人

　　（３）１日平均患者数 入 院 （急性期病床） １４４．５ 人

〃 （地域包括ケア病床） ３６．１ 人

外 来 ４２６．７ 人

　【訪問看護ステーション】

　　（１）訪　問　件　数 介 護 ７，３６０ 件

医 療 ３，３００ 件

　　（２）１日平均訪問件数 介 護 ３０．３ 件

医 療 １３．６ 件

　【介護老人保健施設】

　　（１）療　養　床　数 １ ０ ０ 床

　　（２）利　用　者　数 入 所 ３４，６７５ 人

通 所 ３，１５９ 人

　　（３）１日平均利用者数 入 所 ９５．０ 人

通 所 １３．０ 人

令和６年度高島市病院事業会計予算案

　　議第３０号    

　　　（総則）

　　第１条　令和６年度高島市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　　（業務の予定量）

　　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。





７，０９０，０００ 千円

５，４６６，７９３ 千円

９５０，３６７ 千円

１１５，９４１ 千円

３，０６９ 千円

５３７，９７３ 千円

１５，８５４ 千円

３ 千円

７，０９０，０００ 千円

６，３０８，５０１ 千円

９５，５０８ 千円

１１９，０１０ 千円

５５０，９６３ 千円

２，８６４ 千円

１３，１５４ 千円

　　　（収益的収入および支出）

　　第３条　収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　第２項　医業外費用

支　　　　出

　　　　第１項　医業費用

　　　　第３項　訪問看護事業費用

　　　第１款　病院事業収益

　　　　第６項　特別損失

収　　　　入

　　　　第１項　医業収益

　　　　第２項　医業外収益

　　　　第７項　特別利益

　　　第１款　病院事業費用

　　　　第５項　介護老人保健施設運営事業収益

　　　　第６項　介護老人保健施設運営事業外収益

　　　　第３項　訪問看護事業収益

　　　　第４項　訪問看護事業外収益

　　　　第４項　介護老人保健施設運営事業費用

　　　　第５項　介護老人保健施設運営事業外費用



　　　（資本的収入および支出）

４１１，１３１ 千円

２４９，９００ 千円

２８，５３７ 千円

１ 千円

１３２，６９３ 千円

６１９，５７６ 千円

２５４，９３０ 千円

１４，４００ 千円

３５０，２４６ 千円

　　　（特例的収入および支出）

　　　（債務負担行為）

令和７年度

　　　損益勘定留保資金２０８，４４５千円で補てんするものとする。）。

　　　　第３項　固定資産売却代金

収　　　　入

　　　　第１項　企業債

　　　　第２項　出資金

令和７年度

期　間

　　　第１款　資本的収入

　　第４条　資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２０８，４４５千円は、過年度分

　医薬品購入

　　　　第１項　建設改良費

　給食米購入

　　　　第２項　投資

事　項

　　　　第４項　他会計負担金

限度額

支　　　　出

　　　　第３項　企業債償還金

　　第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと定める。

　　　第１款　資本的支出

１，３１０千円

３００，０００千円

　　　それぞれ１４，３０３千円および１，８５９千円である。

　　第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当該事業年度に属する債権および債務として整理する未収金および未払金の金額は、



　　　（企業債）

千円

千円

　　第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

政府資金については、その融通条件に
より、銀行その他の場合はその債権者
と協定するものによる。ただし、市財
政の都合により据置期間および償還期
間を短縮し、または繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。

起債の目的 限度額 起債の方法

３，９８０，５９４

　　　（一時借入金）

　　　　　　　千円

償還の方法

　　第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと定める。

　　（１）収益的支出における各項間の流用

病 院 整 備 事 業

利　率

　　　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高島市長　福　井　正　明　　

　　　またはこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５４０，０００千円と定める。

　　　　　令和６年２月２１日

　　（２）資本的支出における各項間の流用

１，０５０

普通貸借または証券発行

年４．０％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れる政
府資金および地方公共団体金
融機構資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

　　第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、もしくはこれら以外の経費の金額に流用し、

　　（１）職員給与費

　　（２）交際費

　　　（たな卸資産購入限度額）

　　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　　第７条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

２４９，９００


